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新刊書 

◆民法，特定商取引法など重要法令の改正と最新判例に対応！ 

◆住宅建築・リフォーム工事の法務に精通する弁護士が解説！ 

◆注文者と事業者に向けた契約・施工上の紛争事例と解決策！ 
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新刊書 

●セクハラ・パワハラ・マタハラ問題の効果的な予防策，適切な事後対応とは？ 

●セクハラ，マタハラ，パワハラの特徴を整理し，法制度の概要を解説! 

●ハラスメント問題の予防から事後対応策まで，これまでの裁判例から実務に役立つ 

判断部分を取り上げながら，わかりやすく解説! 

●使用者側の人事労務関連の相談に対応している弁護士が執筆! 

●弁護士ほか法律実務家，企業のハラスメント相談担当者必携! 
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　経済安全保障推進法の４つの制度（「サプライチェーン」「基幹インフラ役務」「先端的重要
技術」「非公開特許」）について、企業法務における実務対応を中心にＱ＆Ａ形式で解説！　第
１部の「法律の概要」では各制度をわかりやすく解説し、第２部の「企業における実務対応」で
は各制度に対する実務対応をわかりやすく解説！
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　コロナ禍で顕在化したＤＶ（暴力・虐待）に対する必要な措置から、令和３年改正ストーカー
規制法、令和４年改正民法・人事訴訟法・家事事件手続法・児童福祉法、家事事件のIT化、令和
５年に予定されているＤＶ防止法改正に向けた最新の動向まで網羅！

Ａ５判・２６５頁・服部　誠・梶並彰一郎・松田世理奈・大西ひとみ　著

　（株）民事法研究会

　民事信託支援業務の執務指針について、100カ条を超える条文形式で論じるとともに、執務場面
がわかる図など、豊富な図表を用いながら解説！　民事信託支援業務に携わる実務家や、関心を
もつすべての人々にとって必携の１冊！

Ａ５判・522頁・渋谷陽一郎　著

経済安全保障推進法と企業法務

ＤＶ・ストーカー対策の法と実務〔第２版〕

はじめに ──今、起こっていること
１ 新型コロナウイルス感染症の流行に伴うＤＶの深刻化

２ 児童福祉法等の改正

３ ＤＶ被害の実情および保護命令制度の衰退

４ ストーカー規制法の抜本的改正および警察の対応の変化

５ 最新の立法動向

第１章 ＤＶ・ストーカーの基礎知識
１ ＤＶとは何か

２ ＤＶ、デートＤＶ、セクハラ、ストーカーが発現する領域の相違点

３ ＤＶのメカニズム

４ ＤＶ当事者の「関係性」に応じた支援の必要性

５ 被害者の意思を尊重するとは？──ヨリを戻す「被害者」
６ ＤＶが法に問うもの──家族における個人の尊厳と自由の要請
７ 家族に対する暴力／虐待防止の法制の比較検討
──ＤＶ防止法・児童虐待防止法／児童福祉法・高齢者虐待防止法・障害者虐待防止法

裁判例・懲戒事例に学ぶ

民事信託支援業務の執務指針

第１章 民事信託支援業務における執務指針の必要性

第２章 民事信託支援業務の執務指針

第３章 家族信託をめぐる裁判例の整理

第４章 東京地判令和３・９・１７にみる民事信託支援業務と５号相談

第５章 民事信託支援業務に関する懲戒事例と懲戒規範

第６章 民事信託支援業務の法的根拠論

第７章 民事信託支援業務と司法書士の使命

８ ＤＶ防止法が想定する人間像──完全な自己決定能力と現実の乖離
９ ＤＶ防止法の施策が家庭内における暴力／虐待防止に果たす役割

10 国家による家族における暴力への介入

──「人権アプローチ」と「福祉アプローチ」
11 「福祉アプローチ」と潜在能力（capability）

12 ＤＶの法的救済──警察の法的機能
13 ＤＶ防止法による法対策

14 保護命令制度の概要と保護命令の発令状況

15 保護命令の手続

16 保護命令の裁判所における審理の実情

17 保護命令違反事件の検挙件数および処分状況／起訴／判決結果

18 ＤＶセンター（配偶者暴力相談支援センター）

19 国・地方公共団体による施策

20 ストーカー規制法の概要

21 ストーカー規制法の憲法適合性

第１部 法律の概要
第１章 全体の概要

第２章 特定重要物資の安定的な供給の確保に関する制度

第３章 基幹インフラ役務の安定的な提供の確保に関する制度

第４章 先端的な重要技術の開発支援に関する制度
第５章 特許出願の非公開に関する制度

第２部 企業における実務対応
第１章 特定重要物資の安定的な供給の確保に関する制度

第２章 基幹インフラ役務の安定的な提供の確保に関する制度

第３章 先端的な重要技術の開発支援に関する制度

第４章 特許出願の非公開に関する制度

・参考資料 経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律

・事項索引


